
	1	 �なぜ我々は大量のエネルギーを�
消費しているのか？

1.1　エネルギーのパラドックス
エネルギーは保存されており、使っても使っても減ること
はなく、エネルギーの総量は一定である。エネルギーが保存
されているならば、エネルギーは「消費」することなどでき
ないはずで、エネルギーを消費するということ自体が物理法
則に反することになる。しかし、我々は石油、天然ガス、石炭
など大量の化石エネルギーを消費し続けており、地球温暖化
や環境汚染などを引き起こしている。この逆説はどのように
理解すれば良いのか？

1.2　エネルギー利用体系
現在のエネルギー利用体系をFig.1に示した。エネルギー
利用体系は、一次エネルギーから熱あるいは仕事を生産する
エネルギー生産（変換）システムと、熱または仕事（電力また
は動力）を利用するエネルギー利用システムとからなってい

る。エネルギー利用システムは、さらに（a）熱利用、（b）動力・
電力利用、（c）物質生産、の3つに大別することができる。
まず、エネルギー生産システムでは、燃料（化学エネル
ギー）から熱（熱エネルギー）または仕事（機械エネルギーま
たは電気エネルギー）を生産する。熱は、燃料を燃焼させて
発生させ、仕事は発生させた熱をさらに熱機関により機械仕
事を生み出す。機械仕事はさらに発電機で電気仕事に変換さ
れる。このように、エネルギー生産システムでは、燃料を燃
焼あるいは燃焼－熱機関を介して、熱および仕事を生産し、
エネルギー利用システムに供給する。熱利用システムおよび
物質生産には熱を、動力利用には機械仕事あるいは電気仕事
が供給される。エネルギー利用システムに投入されたエネル
ギーはすべて廃棄エネルギーとして捨てられる。

1.3　エネルギー消費とは
エネルギー生産システムはエネルギー変換プロセスであ
り、エネルギー利用システムと合わせて、Fig.2のようにエ
ネルギー変換ダイヤグラムで表すことができる。エネルギー

コプロダクションによる	
革新的エネルギー利用システム

Innovative Energy Utilization System Based on  
Material and Energy Coproduction

堤　敦司
Atsushi Tsutsumi

東京大学教養学部付属教養教育高度化機構
環境エネルギー科学特別部門　

特任教授
松田一夫
Kazuo Matsuda

元千代田化工建設（株）

Fig.1　Current energy utilization system
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を（エクセルギーEx, アネルギーAn）の形で表記してあり、
エネルギー量はエクセルギーとアネルギーの和である。エネ
ルギー変換では、可逆過程ではエネルギーはもちろんのこと
エクセルギーとアネルギーもそれぞれ保存されている。しか
し、不可逆過程ではエクセルギー破壊が起こり、破壊された
エクセルギーは環境温度の熱、すなわちアネルギーに転化す
る。このときエクセルギー破壊Exlossはエントロピー生成Sgen

と次式で関係付けられる。

  （1） 

ここで、T0は環境温度である。エネルギー利用の本質はエ
ネルギーから仕事を取り出し、それにより何かしらの効用を
得ることであるから、取り出し得る最大仕事、すなわちエク
セルギーが、エクセルギー破壊されアネルギーに転化するこ
とは、利用できるエネルギーが減少することを意味する。す
なわちエネルギー消費とはエクセルギー破壊のことであり、
エクセルギーがアネルギーに転化することである。

1.4　エネルギー利用体系におけるエクセルギー破壊
Fig.2に示すように、すべてのエネルギー生産システムで
は、燃焼により化学エネルギーを熱エネルギーに変換する過
程が含まれる。燃焼は典型的な不可逆過程であり、ここで大
きなエクセルギー破壊が発生していることがわかる。このエ
クセルギー破壊は、燃料の持つエクセルギーのほぼ6割に当
たり、石油、石炭、天然ガスという化石エネルギー資源をま
ず燃焼させて熱エネルギーに変換するという、我々のエネル
ギー利用技術では、燃焼過程で半分以上のエクセルギーを無
駄にしているのである。エネルギー生産（変換）システムで
は、エネルギー変換におけるエクセルギー破壊をいかに低減

するかが、省エネルギーのキーポイントである。
一方、エネルギー利用システムでは、熱あるいは仕事が供
給されるが、物質生産を除き、それらはすべて廃棄されてい
る。エネルギー保存則より、必ず投入したエネルギー量は廃
棄するエネルギー量に等しい。エネルギー利用とは、仕事に
よる効用を得ることであるから、必要以上に過剰にエクセル
ギーを投入している分を削減することが重要である。

	2	 �熱利用システムにおける熱の�
完全循環1-8）�

2.1　熱の完全循環の原理
Fig.3に、熱利用で最も単純な昇温・降温サイクルプロセ

スについてまとめた。なお、昇温・降温サイクルプロセスの
点線で囲まれたモジュールは化学反応を伴わない任意の単位
操作を示す。エネルギー生産システムで燃料を燃焼させて熱
を発生させ、これを熱交換モジュールを介して、熱利用シス
テムに与える。エクセルギー破壊が起こるのは燃焼および熱
交換モジュールでの伝熱過程のみであり、熱利用（昇温・降
温）システムでは、投入した熱Qinをそのまま同じ温度の熱
として排出しており、エネルギーはもちろんエクセルギーも
保存されている。すなわち、「加熱」により投入されたエネル
ギーはそのまま廃棄されているのである。
熱は高温側から低温側にしか伝わらないため、ヒートトラ
ンスミッター（HT）からの熱をヒートレシーバー（HR）に
戻し熱を完全に循環利用するためには、排出する熱の温度
を、投入した熱の温度T より、伝熱に必要な温度差ΔT だけ
高くしてやればよい。結局、温度をTからT＋ΔTに高めて
伝熱させるのに必要な最少仕事Wminを与えてやれば、熱を完

Fig.2　Energy production and utilization system
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全循環させることができる。これには、温度（T＋ΔT）の熱
を追加する、すなわちWminに相当するエクセルギーを熱で供
給する方法（自己熱回収）とプロセス流体（ガスまたは蒸気）
を断熱圧縮して温度をΔT だけ高くする、すなわちWminを仕

事で供給する方法（自己熱再生）とがある。
Fig.4に、最も単純なガス系の（a）加熱・冷却システム、（b）
自己熱再生熱循環システムおよび（c）自己熱回収熱循環シ
ステムの、モジュール化表現、T -S 線図およびエネルギー変

Fig.4　Thermodynamic mechanism of combustion heating, self-heat recovery and self-heat recuperation.  

（a） Heating and cooling system （b）Self-heat recovery heat circulation system （c） Self-heat recuperative heat 
circulation system

Fig.3　Heating and cooling cycle process
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換ダイヤグラムを示した。自己熱回収および自己熱再生熱循
環システムは、ともにT -S 線図で1→2→7→5で囲まれた面
積で表される熱Q1（Ex, An）が循環利用されている。自己熱
回収の場合は、温度（T＋ΔT ）の熱Qin（Ex4, An4）を加えて、
温度を熱交換できるT＋ΔT まで高めて、熱交換モジュール
を介して、自己熱を循環させている。
自己熱再生の場合は、熱を加える代わりに断熱圧縮仕事

Win を加え温度をT＋ΔT まで高めて自己熱を循環させてい
る。このとき、熱交換した後、膨張タービンで動力回収し、加
えた正味の仕事は（Win－Wout） で、これがWmin（Ex1, 0）であ
る。Qin＝Winだが、自己熱再生ではWoutが膨張タービンによ
り回収できる。自己熱回収および自己熱再生熱循環システム
で、エクセルギー破壊が起こるのは熱交換モジュールで温度
T＋ΔT の熱Q3が温度Tの熱Q1に伝熱される熱エネルギー
－熱エネルギー変換のみであり、エクセルギー破壊T0 Sgen 

は、T-S 線図1 → 5 → 6 → 9 で囲まれた面積で表され、廃熱
Qwaste のアネルギーAn2 と等しい。したがって、自己熱を循環
させるために必要な最小仕事Wmin は、T-S 線図で2 → 3 → 4 

→ 11 で囲まれた面積で表される（Ex1, 0）であり、この仕事
Wmin（Ex1, 0）は、伝熱によるエクセルギー破壊を補償するた
めに用いられ、廃熱Qwaste（Ex2, An2）として捨てられる。
一方、自己熱回収熱循環システムでは、自己熱を循環させ
るために必要な最小仕事Wmin は自己熱再生の場合と同じで
あり、これを熱Qinで与えているのである。したがって投入
熱QinはWmin と放棄される熱Qdiscard＝（Ex5, An5）との和であ
り、自己熱再生よりQdiscard＝（Ex5, An5）の分だけ多くのエネ
ルギーを必要とする。このQdiscardは、Win＝Qinであることか
ら、Wout＝Qdiscardであることがわかる。すなわち熱循環させ
る場合、Wminを仕事で与えれば圧力エクセルギーをWoutとし
て回収できるが、熱でWminを与えると、WoutがQdiscardになっ
ているので回収できないのである。
さらに、断熱圧縮で昇温した場合は、理想的ならばエクセ
ルギー破壊は起こっておらず、断熱膨張させることで理想的
にはすべて圧縮動力を回収できる。このように、熱利用シス
テムにおいて、加熱するのではなく、熱循環に必要な最小仕
事Wminを与え熱を完全に循環利用することで、エネルギー消
費を激減させることができる。自己熱再生技術の革新性は、
燃焼で発生させた熱で加熱するのではなく、一切熱を加える
ことなく仕事を加えて熱を完全に循環利用することにある。
燃焼に伴うエクセルギー破壊をゼロにするとともに、エネル
ギー熱利用において加熱で与えなければならない熱エネル
ギーを1／5～1／20に激減することができる。ヒートポンプ
は燃焼によるエクセルギー破壊がない分は省エネルギーであ
るが、あくまでも「加熱する」のであって、熱利用で必要な熱
エネルギー量を削減するわけでなく、加えた熱はすべて廃棄

してしまっている。

2.2　自己熱再生の応用
自己熱再生は、すべての熱的単位操作に提供可能であり、こ
れまで、反応プロセス9-14）、蒸留プロセス15-20）、乾燥プロセス21-30）、
PSA（Pressure Swing Adsorption）31,32）、CO2 化学吸収分離プ
ロセス33,34）、海水淡水化 35,36）、深冷分離空気プラント37-39）、など
多くの熱的プロセスに適用し、エネルギー消費を1/5 ～1/10 

と劇的に低減できることが明らかになっている。また、自己熱
再生型バイオエタノール蒸留の実証試験が行われ、実際にエ
ネルギー消費量が85％ 削減できることが確認された。

	3	 �コプロダクション�
―物質とエネルギーの併産―�

3.1　物質生産におけるコプロダクション40,41）

熱利用システムは、熱を供給するのではなく、熱を循環さ
せるのに必要な仕事を加え、熱を完全循環利用することで
大幅な省エネルギーとなる。これは、熱を発生させるための
燃焼によるエクセルギー破壊がないことから、エネルギー
生産システムにおいてもエネルギー消費を削減することが
できる。
一方、物質生産（吸熱反応）に供給する熱は、化学エネル
ギーとして保存される。したがって物質生産（吸熱反応）に
必要な熱は、エネルギー生産システムで生産し供給する必要
がある。　物質生産において吸熱反応と発熱反応とがある
が、従来は、吸熱反応に必要な反応熱を、燃料を燃焼させて
熱を発生させ供給する一方、発熱反応の反応熱は冷却廃熱と
して捨てられてきた。発熱反応の反応熱もエクセルギー分は
動力・電力として取り出せるはずなのに、みすみす捨ててい
る。そこで、発熱反応の反応熱あるいは燃料電池や熱機関の
排熱を吸熱反応の反応熱として供給すれば、燃焼によるエ
クセルギー破壊の大幅な低減になる。これが、物質とエネル
ギーの併産（コプロダクション）の概念である。
コプロダクションの原理をFig.5に示した。（a）は発熱反応
の反応熱を、吸熱反応に供給した場合で、 （b）は燃料電池や
熱機関の排熱を吸熱反応の反応熱として供給した場合で、（a）
および（b）はともに、燃焼により熱を発生させる必要がない、
すなわち燃焼にともなうエクセルギー破壊がない。（c）は発
熱反応の排熱から熱機関でエクセルギーを回収する場合であ
る。（a）は化学品Aと化学品Bのコプロダクションで、大幅な
省エネルギーとなるが、必ずしも常にこのような温度と熱量
がバランスするとは限らない。その場合、（b）や（c）のように
エネルギーと化学品の併産（コプロダクション）で対応する
ことができる。
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物質生産（発熱反応）で生産される熱は、反応を平衡的に
進行させる限りエクセルギー破壊はない。コプロダクション
は燃焼をともなわないため、燃焼によるエクセルギー破壊を
なくすことができ、大幅な省エネルギーが図れることになる。

3.2　エネルギー生産システムにおけるコプロダクション42,43）

エネルギー生産システムは、すべてまず燃焼という化学エ
ネルギーから熱エネルギーへのエネルギー変換であり、そこ
で大きなエクセルギー破壊が起こり、エクセルギーの半分以
上がアネルギーに転化してしまうことはすでに述べた。燃
焼によらず熱を生産する技術として、物質生産（発熱反応）
における反応熱を利用するコプロダクションについて前項
で述べた。しかし、動力・電力生産では、すべて燃焼から始
まっており、発生した熱を熱機関で機械仕事に変換してお
り、燃焼のエクセルギー破壊は減らすことは難しいと考えら
れている。

Fig.6に、固体酸化物形燃料電池（SOFC）のエネルギー変
換ダイヤグラムを示した。燃料電池は、水素と酸素の反応を、
アノード反応とカソード反応の二つの電気化学反応に分割し
て行わせ、化学エネルギーを、熱エネルギーを介さずに、直
接電気エネルギーと熱エネルギーに変換する。電気化学反応
は原理的には平衡的に進行させることができるため、エクセ
ルギー破壊がない。過電圧という電気化学的な不可逆性があ
るが、燃料電池は燃焼に比べてはるかにエクセルギー破壊が
小さい。Fig.6から判るように、SOFCはエクセルギー破壊が
4％と燃焼に比べて非常に小さく、化学エネルギーを電気エ
ネルギーと熱に変換するコジェネレーターであることがわか
る。ただし、これは燃料電池の排熱を900℃で取り出し利用

する場合であり、実際は、より低い温度の熱として取り出す
ため、エクセルギー破壊はより大きくなる。そこで燃料電池
反応の発熱と吸熱反応の吸熱とを組み合わせコプロダクショ
ン化を図る。
炭素系資源からのガス化水素製造の基本反応は、水性ガス
反応とシフト反応を組み合わせた次式である。

C ＋ 2H2O → 2H2 ＋ CO2  （2）

この反応は吸熱反応であるため、通常は燃焼反応あるいは
部分酸化反応と組み合わせる。そこで燃焼反応あるいは部分
酸化反応の替わりに燃料電池反応と組み合わせた電力と水
素のコプロダクションを考える。バイオマスのエクセルギー
再生ガス化とSOFCを組み合わせた水素と電力のコプロダク

Fig.6　Energy conversion diagram of SOFC

Fig.5　Principle of coproduction

16

ふぇらむ Vol.24（2019）No.4

200



ションのプロセスフロー図をFig.7に、エネルギー変換ダイ
ヤグラムをFig.8に示す。ガスタービンおよびスチームター
ビンが不要でエクセルギー破壊はわずか11％で、発電効率は
燃料電池だけで72％にもなることがわかる。このとき、ガス
化で生成した水素を全て燃料電池に導入し過剰の燃料電池の
排熱を熱として取り出す電力と熱のコージェネレーションに
なっている。ここで、燃料電池に供給する水素の量を減らし
ガス化に必要な反応熱と燃料電池の排熱をバランスさせ、余
剰の水素を取り出せば、バイオマスのエネルギーを100％と
すると、水素が63％、電力が37％とエクセルギー破壊はわず
か5％で水素と電力を併産するコプロダクションとなること
がわかる。この熱と電気のコジェネレーションモードと水素
と電力のコプロダクションモードのエネルギーバランスを
Fig.9に示した。このシステムは、ほとんどエクセルギー破壊
を伴うことなく負荷変動に容易に対応できることがわかる。

	4	 �まとめ
 

従来のエネルギー利用体系では、エネルギー生産（転換）
システムで、燃料の燃焼によって熱を発生させ熱利用システ
ムに供給する。動力・電力を生産する場合は、さらに発生し
た熱を熱機関により仕事に変換して取り出している。すべ
て、燃焼・熱生成からスタートしており、ここで大きなエク
セルギー破壊が起こり、ほぼ6割のエクセルギーを無駄にし
ている。また、熱および仕事は本来ともに保存されており、
何度でも利用できるものなのに、エネルギー利用システムに
投入された熱および仕事はそのまま廃棄されている。そこ

で、熱利用では、物質生産（吸熱反応）を除いて、加熱するの
ではなく、熱を完全循環させることで、大幅な省エネルギー
となることを解説した。このとき熱を循環させるために最小
仕事Wminを与える必要があるが、Wminを熱で与える自己熱回
収よりも仕事で与える自己熱再生の方がさらに省エネルギー
となり、全ての熱プロセスを自己熱再生によって熱の完全循
環利用を図ることでエネルギー消費を1/5～1/2まで激減さ
せることができる。
物質生産（吸熱反応）では、熱を与える必要があるが、こ
れを発熱反応の反応熱で供給することにより、燃焼に伴うエ
クセルギー破壊をゼロとすることができる。これがコプロダ
クションの原理である。さらに動力・電力生産で熱機関を利
用することをやめ、エクセルギー破壊が少ない燃料電池に置
き換える。燃料電池の燃料である水素を生産するのは吸熱
反応であるから、この水素生産に必要な反応熱を燃料電池の
排熱により供給する電力と水素のコプロダクションでは、エ

Fig.7　Coproduction system integrated exergy recuperative biomass gasification and SOFC 

Fig.8　 Energy conversion diagram for power and hydrogen coproduction 
based on the integration of exergy recuperative biomass gasification 
and SOFC
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クセルギー破壊がほとんどなく、エネルギーを高度に有効利
用することが可能となる。この将来のエネルギー利用体系を
Fig.10に示した。現在のエネルギー利用体系（Fig.1）と比較
してほしい。エクセルギーの観点から、燃焼により熱を発生
させ半分以上のエクセルギーを破壊し、投入した熱はそのま
ま捨ててしまうという最悪のエネルギー利用法から、燃焼さ
せない、熱は循環利用する、発電は燃料電池で行い、その排
熱をエネルギー変換（燃料生産）および物質生産（吸熱）に利
用するコプロダクションシステムに、早期に転換していくこ
とが求められる。
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